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水防法の災害時要援護者関連施設、地下街等関連条文

水防法

（浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難を確保するための措置）

第十五条 市町村防災会議（災害対策基本法第十六条第一項 に規定する市町村防災会

議をいい、これを設置しない市町村にあつては、当該市町村の長とする。次項において

同じ ）は、前条第一項の規定により浸水想定区域の指定があつたときは、市町村地域。

防災計画（同法第四十二条第一項 に規定する市町村地域防災計画をいう。以下同じ ）。

において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定めるものと

する。

一 （略）

二 （略）

三 浸水想定区域内に地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が

利用する施設をいう。以下同じ ）又は主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に。

防災上の配慮を要する者が利用する施設で当該施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な

避難を確保する必要があると認められるものがある場合にあつては、これらの施設の名

称及び所在地

２ 市町村防災会議は、前項第三号に規定する施設については、その利用者の洪水時の

円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。

３ 第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた地下街

等の所有者又は管理者は、単独で又は共同して、国土交通省令で定めるところにより、

当該地下街等の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に

関する計画を作成し、これを市町村長に報告するとともに、公表しなければならない。

４ （略）

５ （略）




